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目的　たばこ使用者のたばこの健康影響に関する認識，たばこ規制に対する意識や規制から受けて
いるインパクトについて把握し，調査結果の国際比較により，今後，日本が取り組むべきたば
こ規制の課題を検討した。

方法　全国のたばこ使用者2,000人を対象に，たばこの健康影響に関する認識，たばこ規制（受動
喫煙防止，たばこ価格政策，たばこの警告表示）に対する意識や規制から受けているインパク
トについてインターネット調査を行った。調査期間は2014年10～11月である。諸外国の調査結
果との比較は，2004～2013年に17～21カ国で実施されたITC Projectの調査結果を用いた。た
ばこ規制の進展度の評価はWHOによるMPOWER報告を用いた。

結果　たばこの健康影響に関する認識は，能動喫煙と脳卒中，受動喫煙と心筋梗塞，肺がんの関係
について「いいえ」もしくは「わからない」と回答した割合は51～57％であった。たばこ規制
が進んでいる諸外国では日本の1/2～1/3と低率であり，わが国と同程度の規制の国でも日本よ
り低率であった。受動喫煙防止規制に関しては，過去 1カ月以内に職場もしくは過去 6カ月以
内にレストラン・喫茶店，居酒屋・バーでたばこを吸っている人がいたと回答した割合は，そ
れぞれ54％，66％，83％であり，たばこ規制が進んでいる諸外国ではいずれも30％以下であっ
た。また，規制への支持として，これらの場所の屋内全面禁煙に賛成した割合は 6～14％であ
り，たばこ規制が進んでいる諸外国では日本の 5～15倍高く，わが国と同程度の規制の国でも
2～10倍高かった。たばこ価格政策に関しては，たばこに費やすお金が原因で生活費が圧迫さ
れたことがあったと回答した割合は11％であり，諸外国と比べて低かった。たばこ包装の警告
表示をきっかけに健康への害を考えることが「大いにある」と回答した割合は 3％にすぎず，
たばこ規制が進んでいる諸外国では日本の 4～15倍，わが国と同程度の規制の国でも2.6～ 8
倍高かった。

結論　たばこ規制の進展度を評価したWHOのMPOWER報告において，たばこ規制が進んでいる
国だけでなく，わが国と同程度の規制とされた国と比べてもたばこ規制の政策から受けるイン
パクトは小さく，それが日本のたばこ使用者の健康影響の認識やたばこ規制に対する意識の低
さに現れていた。

キーワード　たばこ規制枠組条約，ITC Project，たばこ使用者，国際比較
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Ⅰ　は　じ　め　に

　わが国は2004年 6 月にWHOのたばこ規制枠
組条約（Framework Convention on Tobacco 
Control，以下，FCTC）を批准した。WHOは各
国におけるFCTCに定められたたばこ規制の取
り組みの進捗状況を評価するため，MPOWER
尺度（Monitor tobacco use and prevention poli-
ciesたばこ使用と政策のモニタリング，Protect 
people from tobacco smoke受動喫煙防止のた
めの法的規制，Off er help to quit tobacco use
禁煙支援・禁煙治療の推進，Warn about the 
dangers of tobacco反たばこのマスメディア・
キャンペーンおよびたばこ包装の警告表示，
Enforce bans on tobacco advertising, promo-
tion and sponsorshipたばこの広告・販売促進・
後援の禁止，Raise taxes on tobaccoたばこ税・
価格の引き上げ）を導入した。各国の取り組み
はMPOWERの各分野で評価され，わが国は多
くの締約国と比べて不十分な取り組みにとど
まっている1）。
　たばこ規制の評価指標の一つとして喫煙率の
年次推移をみると，わが国は男女ともに近年減
少傾向にあり2），2010年のたばこ増税によるた
ばこ価格の値上げ後3），喫煙率は男性6.0％減，
女性2.5％減と顕著であった2）。しかし，2011
年から2013年の喫煙率は増減を繰り返してお
り2），従来どおりのたばこ規制の延長線上の取
り組みでは喫煙率を効果的に減少できないとい
える。
　諸外国では，たばこ規制の取組評価として，
ITC（International Tobacco Control Policy 
Evaluation）Projectにより，たばこに関する認
知や行動に関する調査を繰り返し実施してい
る4）。ITCは2002年英国，米国，カナダ，オー
ストラリアの 4カ国で開始されたが，その後発
展途上国を含め多くの国が参加し，2015年現在
22カ国が参加している。近隣では，中国と韓国
が参加している。しかし，日本はITCに参加し
ておらず，たばこ使用者のたばこの健康影響に
関する認識およびたばこ規制に対する意識や規

制から受けているインパクトについては明らか
にされていない。よって，本研究ではITC 
Projectの調査項目に準じて全国のたばこ使用
者の実態を把握し，調査結果の国際比較により，
今後，日本が取り組むべきたばこ規制の課題を
検討した。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　調査対象
　本研究では，平成25年国民生活基礎調査の喫
煙率5）に基づいて性・年齢階級別の調査対象者
数を設定し，全国のたばこ使用者2,000人を調
査対象とした。調査対象者の内訳は，男性では
20～29歳209人，30～39歳319人，40～49歳326
人，50～59歳267人，60歳以上375人の計1,496
人であり，女性が20～29歳71人，30～39歳111
人，40～49歳120人，50～59歳93人，60歳以上
109人の計504人である。

（ 2）　調査方法および調査期間
　調査は（株）インテージ社を通してインター
ネット調査を行った。まず，同社の調査モニ
ターの登録情報に「たばこを吸う（たばこ使用
者）」と登録している人に調査配信を実施した。
調査モニターは同社が独自に募集したモニター
と提携会社のモニター会員からなる。会員数は
同社モニターが120万人，提携会社モニター会
員が393万人の合計513万人である。たばこに関
する登録情報は「あなたはたばこを吸います
か」の質問に「吸う」「吸わない」「20歳未満の
ため該当しない」の三者択一で「吸う」と回答
した結果に基づいた。次に，現在のたばこ使用
状況を確認するため予備調査を実施し，「毎日
吸っている」「時々吸う日がある」「以前は吸っ
ていたが 1カ月以上吸っていない」「吸わな
い」の四者択一から毎日吸う・時々吸うと回答
した者を本調査の対象とした。性・年齢階級別
に必要数を満たすことができる2,705人を確保
できた時点で予備調査を打ち切り，これら全員
に本調査を依頼した。性・年齢階級別の対象者
数を満たした時点で本調査を終了し，性・年齢
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階級別に所定の対象数となるよう，余剰の回答
者を除外した。除外の方法は， 1ページ当たり
の回答時間が全回答者の中央値から大幅に外れ
る回答者を除外した上で，残った回答者から余
剰人数分をランダムに除外した。なお，本研究
における「たばこ使用者」とは，紙巻きたばこ
を毎日または時々吸っている者が「喫煙者」と
呼称されることに対して，紙巻きたばこのみな
らず，パイプや噛みたばこ，電子たばこ等のた
ばこ製品を使用している者を研究対象に含めた
ことから，喫煙者とは区別して「たばこ使用
者」とした。調査期間は，予備調査が2014年10
月30日から11月 4 日であり，本調査が同年11月
5 日から11月 7 日であった。

（ 3）　調査内容
　質問項目は，基本属性として性別，年齢，居
住地，就労の有無，たばこ製品の種類，喫煙ス
テージ（禁煙の準備性）等とした。ITC Pro-
jectの調査項目4）について本研究では，たばこ

の健康影響に関する認識，たばこ規制に関して
は受動喫煙防止，たばこ価格政策，たばこの警
告表示の計11項目を取り上げた。選択肢は，認
識については「はい」「いいえ」「わからない」
の三者択一とし，受動喫煙防止では「該当しな
い」を加えた四者択一とした。たばこ価格政策
とたばこの警告表示では頻度や程度の選択肢を
設けた。ITC Projectの調査項目のうち，禁煙
支援・治療に関しては，先行研究で日本の課題
が示されており6），たばこ広告に関しては日本
たばこ協会が広告，販売促進活動に関する自主
規準を設けているため7），質問項目から除外した。

（ 4）　分析および諸外国との調査結果の比較方法
　本研究の調査結果は「わからない」「該当し
ない」を含めた割合を示した。諸外国の調査結
果との比較は，2004～2013年に17～21カ国で実
施されたITC Projectの調査結果8）-12）を用いた。
各国のたばこ規制の取り組みの分類は，日本を含
めた調査年を考慮し，2013年のMPOWER報告の

4段階評価を用いた1）。本研究
ではExcellent（Ex：対策完全）
を 4点，Good（G：対策中程度）
を 3点，Fair（Ｆ：対策わずか）
を 2点，Poor（P：対策なし）を
1点として合計点をスコア化し，
MPOWERの総合評価得点（ 7
～28点）が高い順に国を並べた。
なお，たばこの健康影響に関す
る認識については関連が深いと
考えらえる反たばこのマスメ
ディア・キャンペーンとたばこ
包装の警告表示を用いた。比較
において，諸外国の調査結
果8）-12）は男女計の値を用いたが，
たばこ価格政策のうち 1項目の
み男女計の値が掲載されていな
かったため，男女別に結果を示
した。また，諸外国の調査結果
は多くが整数で示されていたこ
とから，小数点以下第 1位で示
されていた国の値は四捨五入し，

表 1　たばこの健康影響に関する認識
MPOWERスコア 喫煙者本人の

脳卒中を誘発
しない・わか
らないと回答
した割合（%）

非喫煙者の心
筋梗塞を誘発
しない・わか
らないと回答
した割合（%）

非喫煙者の肺
がんを誘発し
ない・わから
ないと回答し
た割合（%）

W（Media 
Campaigns）

W
（Warnings）

総合
評価

ウルグアイ Ex Ex 26 46 ‒ 12
オーストラリア Ex Ex 26 10 49 23
ニュージーランド Ex Ex 26 17 ‒ ‒
モーリシャス Ex Ex 25 16 ‒ 13
マレーシア Ex Ex 22 17 ‒ 15

イギリス Ex Ｇ 26 18 44 21
タイ Ｇ Ex 25 17 ‒ 8
アメリカ合衆国 Ex Ｇ 19 24 46 26
ブラジル Ｆ Ex 23 17 ‒ 22
韓国 Ex Ｆ 19 46 43 18
バングラデシュ（bidi） Ex Ｆ 18 27 47 42
バングラデシュ（cig） Ex Ｆ 18 15 36 30
中国 Ex Ｆ 16 70 55 31
カナダ Ｐ Ex 23 13 36 17
メキシコ Ｐ Ex 15 34 24 14

フランス Ｇ Ｇ 21 14 ‒ 6
ドイツ Ｇ Ｆ 19 8 ‒ 23
オランダ Ｐ Ｆ 17 40 ‒ 42
日本 Ｐ Ｆ 15 52 57 51

資料　Cardiovascular harms from tobacco use and secondhand smoke：Global gaps in 
awareness and implications for action April 2012

注　1）　Ex：対策完全，Ｇ：対策中程度，Ｆ：対策わずか，Ｐ：対策なし
　　2）　総合評価はExを 4点，Ｇを 3点，Ｆを 2点，Ｐを 1点とした合計点
　　3）　国の並びは，Media CampaignとWarningのMPOWERの評価から，どちらもExの評

価の国を最も高いグループに，どちらか一方がExの評価の国を第 2グループに，いず
れもExの評価がなかった国を第 3グループに位置づけた。各グループ間の国の並びは，
Media CampaignとWarningのMPOWERの 2つの評価が高い組み合わせの国から順に
並べ，その組み合わせが同じ国についてはMPOWERの総合評価の得点の高い順に並べ
た。
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整数で統一した。統計解析にはIBM SPSS Sta-
tistics Version 20.0 for Windowsを用いた。

（ 5）　倫理的配慮
　調査対象であるたばこ使用者は，（株）イン
テージ社が保有している調査モニターとして登
録している者であり，調査は本人の同意を得て
実施した。同社から提供されるデータには，氏
名やモニター登録番号等の個人を特定する情報
はないため，研究者は回答者を特定することが
できない。本研究は，大阪がん循環器病予防セ
ンター倫理委員会の承認を得た（承認日2014年
10月 2 日，承認番号26－倫理－ 2）。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　調査回答者の特性およびたばこ製品の種類
　調査回答者は男性75％，女性25％であり，平

均年齢は46.7±13.6（20～74）歳であった。居
住地は47都道府県の各地であり，就労ありは
76％であった。たばこ使用は，毎日たばこ使用
者が95％，時々使用者が 5％であった。たばこ
製品は，全体の98％が紙巻たばこを使用してお
り，紙巻きたばこの単独使用者は94％であった。
電子たばこは，全体の 3％（約 5割がニコチン
入り電子たばこ）が使用し，その 9割は紙巻き
たばこ等との併用であり，男女ともに20～30歳
代で使用割合が高い傾向がみられた。喫煙ス
テージ（禁煙の準備性）は，禁煙に関心がない
28％，関心はあるが 6カ月以内に禁煙しようと
は考えていない50％， 6カ月以内に禁煙を考え
ている16％，この 1カ月以内に禁煙を考えてい
る 6％であった。

（ 2）　ITC Projectに準じた調査結果と国際比較
　たばこの健康影響に関する認識を表 1に示す。

表 2　受動喫煙防止規制の遵守状態と規制への支持

MPOWERスコア たばこを吸っている人がいたと
回答した割合（%）

受動喫煙対策として全面禁煙に
賛成した割合（%）

P（Smoke-
free）

総合
評価

職場
（過去 1カ月）

レストラン・
喫茶店

（過去6カ月）
居酒屋・バー
（過去 6カ月） 職場 レストラン・

喫茶店 居酒屋・バー

イギリス Ex 26 6 2 4 67 75 50
ウルグアイ Ex 26 29 ‒ 11 ‒ 86 81
オーストラリア Ex 26 13 1 7 82 86 62
ニュージーランド Ex 26 11 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒
タイ Ex 25 48 7 44 91 98 89
ブラジル Ex 23 27 15 64 75 ‒ ‒
カナダ Ex 23 12 1 3 77 76 58
アイルランド Ex 22 8 1 3 76 83 63

モーリシャス Ｇ 25 29 12 41 92 91 86
ザンビア Ｇ 12 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒

マレーシア Ｐ 22 29 24 ‒ 89 97 ‒
アメリカ合衆国 Ｐ 19 15 10 30 69 61 33
韓国 Ｐ 19 37 68 93 37 33 17
ドイツ Ｐ 19 33 28 46 41 63 12
バングラデシュ Ｐ 18 64 88 ‒ 65 48 ‒
オランダ Ｐ 17 ‒ 8 47 ‒ 54 24
中国 Ｐ 16 74 94 92 49 34 27
日本 Ｐ 15 54 66 83 14 10 6

フランス - 21 17 2 3 54 73 47
メキシコ - 15 12 11 45 88 82 54
インド - 17 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒
スコットランド - ‒ 6 1 2 57 76 40

資料　ITC Cross-Country Comparison Report：Smoke-free Policies March 2012
注　1）　Ex：対策完全，Ｇ：対策中程度，Ｆ：対策わずか，Ｐ：対策なし
　　2）　総合評価はEｘを 4点，Ｇを 3点，Ｆを 2点，Ｐを 1点とした合計点
　　3）　タイ，モーリシャス，マレーシア，韓国，バングラデシュ，中国については男女計の数値が報告されていなかったため男性のみの値

を用いた。
　　4）　職場の受動喫煙の暴露については，該当しない（仕事をしていない，その場所に行っていない）と回答した人を除いた母数で割合を

表示した。
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能動喫煙と脳卒中，受動喫煙と心筋梗塞および
肺がんの関係について「いいえ」もしくは「わ
からない」と回答した日本のたばこ使用者は51
～57％であり，この割合は中国を除く諸外国に
比べて高かった。メディアキャンペーンや警告
表示のどちらもMPOWERの評価が高く，対策
が最も進んでいる国（以下，Ex評価）では，
一部の項目を除き，日本の1/2～1/3と低率であ
り，わが国と同程度の規制の国でも日本より低
率であった。
　受動喫煙防止規制に関しては表 2に示す。規
制の遵守状態に関して，過去 1カ月以内に職場
もしくは過去 6カ月以内にレストレラン・喫茶
店，居酒屋・バーでたばこを吸っている人がい
たと回答した日本のたばこ使用者はそれぞれ
54％，66％，83％と高率で，居酒屋・バーで最
も高く，これらの割合は，韓国やバングラデ
シュ，中国を除く諸外国と比べて高かった。受

動喫煙対策がEx評価の国では，タイやブラジ
ルを除き，これらの割合はいずれも30％以下で
あり，日本の1/2～1/66倍と低率であった。ま
た，規制への支持として，職場の屋内スペース，
レストラン・喫茶店，居酒屋・バーの屋内全面
禁煙に賛成した日本のたばこ使用者は， 6 ～
14％といずれの場所も屋内全面禁煙を支持する
割合は諸外国に比べて最も低かった。受動喫煙
対策がEx評価の国では日本の 5 ～15倍，わが
国と同程度の規制の国でも 2～10倍高く，特に
サービス産業における禁煙化において差が大き
かった。
　たばこ価格政策に関しては表 3に示す。たば
こに費やすお金が原因で生活費が圧迫されたこ
とがあったと回答した日本のたばこ使用者は
11％であり，これらの割合は，ドイツと中国を
除く諸外国と比べて低かった。最も売れ筋の紙
巻たばこ20本の価格が購買力平価換算ドルで 8

ドル以上の国では，この割
合は日本に比べて1.7～2.4
倍高かった。過去 1カ月以
内にたばこに費やすお金の
ことを考えたことが「頻
繁」もしくは「とても頻繁
にあった」と回答した日本
のたばこ使用者は13％であ
り，これらの割合は，中国
を除く諸外国と比べて低
かった。紙巻たばこ価格が
8ドル以上の国では，この
割合は日本に比べて 4倍程
度高かった。過去 6カ月以
内にたばこの価格を理由と
して禁煙することを考えた
ことが「とてもよくあっ
た」もしくは「ある程度
あった」と回答した日本の
たばこ使用者は男性51％，
女性55％であった。これら
の割合は，諸外国と比べて
中間に位置する割合であっ
たが，たばこ価格が 8ドル

表 3　たばこ価格政策による自己の生活費とたばこ代への影響

MPOWERスコア たばこ価
格20本
（購買力
平価換算
ドル）*1

たばこ代に
よる生活費
の圧迫があ
ると回答し
た割合（%）

たばこに費やす
お金を考えたこ
とが頻繁，とて
も頻繁と回答し
た割合（%）

たばこ代を理由に禁煙
することを考えたこと
がとてもよくあった，
ある程度あったと回答

した割合（%）Ｒ
（Taxation）

総合
評価 全体*2 全体*2 男性*3 女性*3

イギリス Ex 26 9.79 20 58 62 65
アイルランド Ex 22 10.56 19 49 65 71
フランス Ex 21 6.78 29 54 73 75

ウルグアイ G 26 4.00 22 41 44 46
オーストラリア G 26 8.67 27 62 78 78
ニュージーランド G 26 8.35 21 55 67 65
タイ G 25 3.26 76 49 72 ‒
モーリシャス G 25 6.06 ‒ ‒ 65 ‒
ブラジル G 23 2.26 74 63 65 65
カナダ G 23 6.80 31 65 66 67
マレーシア G 22 5.15 ‒ ‒ 64 ‒
韓国 G 19 3.10 11 35 26 ‒
ドイツ G 19 6.28 7 48 59 63
バングラデシュ G 18 1.53 ‒ ‒ 46 ‒
オランダ G 17 6.61 19 24 61 67
日本 G 15 3.95 11 13 51 55
メキシコ G 15 4.47 27 34 61 66

アメリカ合衆国 F 19 6.07 25 63 75 76
インド F 17 4.88 ‒ ‒ 33 ‒
中国 F 16 1.18 5 7 22 ‒
ザンビア F 12 1.81 ‒ ‒ 24 ‒

スコットランド - ‒ ‒ ‒ 56 66 72

資料　*1　WHO Report on the Global Tobacco Epidemic 2013 AppendixⅨ Table9.1
　　　*2　ITC Cross-Country Comparison Report：Tobacco Price and Taxation March 2012
　　　*3　ITC Cross-Country Comparison Report：Tobacco Price and Taxation May 2014
注　1）　Ex：対策完全，Ｇ：対策中程度，Ｆ：対策わずか，Ｐ：対策なし
　　2）　総合評価はExを 4点，Ｇを 3点，Ｆを 2点，Ｐを 1点とした合計点
　　3）　タイ，韓国，中国については男女計の数値が報告されていなかったため全体の欄には男性

のみの値を用いた。
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以上の国では，1.2～1.5倍高かった。
　たばこの警告表示に関しては表 4
に示す。過去 1カ月間にたばこの包
装に書かれている警告表示に「頻繁
に」もしくは「とても頻繁に」気づ
いたと回答した日本のたばこ使用者
は26％であり，これらの割合はアメ
リカとオランダを除く諸外国に比べ
て低かった。警告表示がEx評価の
国では日本の1.4～ 3 倍，わが国と
同程度の規制の国でも1.2～ 2 倍高
かった。たばこ包装の警告表示を
きっかけに健康への害を考えること
が「大いにある」と回答した日本の
たばこ使用者は 3％にすぎず，この
割合は，オランダを除く諸外国に比
べて低かった。警告表示がEx評価
の国では日本の 4～15倍，わが国と
同程度の規制の国でも2.6～ 8 倍高
かった。また，たばこ包装の警告表
示によって自分が禁煙する可能性が
高まることが「大いにある」と回答
した日本のたばこ使用者は 2％にす
ぎず，この割合は，オランダを除く諸外国に比
べて低かった。警告表示がEx評価の国では日
本の 2～18倍，わが国と同程度の規制の国でも
2～11倍高かった。

Ⅳ　考　　　察

　本研究は，たばこ使用者を調査対象として，
たばこに対する認識やたばこ規制から受けるイ
ンパクトをITC Projectにおける諸外国の調査
結果と比較検討できる日本初の調査研究である。
WHOの定期報告により，わが国のたばこ規制
は多くの締約国と比べて不十分な取り組みにと
どまっていることが明らかになっているが1），
調査結果の国際比較により，たばこ規制が進ん
でいる国だけでなく，わが国と同程度の規制の
国と比べてもたばこ規制の政策から受けるイン
パクトは小さく，それが日本のたばこ使用者の
健康影響の認識やたばこ規制に対する意識の低

さに現れていることが浮き彫りとなった。
　たばこの健康影響に関する認識は諸外国と比
較して低く，たばこ製品やたばこの煙に含まれ
る有害物質が様々な疾患の原因になることを多
くのたばこ使用者が知らないか，もしくはたば
この使用が自身の健康に及ぼす危険性や受動喫
煙によって他人の健康に及ぼす危険性を軽視し
ていると考えられた。メディアキャンペーンと
警告表示のどちらもMPOWERの評価が高く，
たばこ規制の政策が進んでいる国では，たばこ
の健康影響に関する認識が高い8）。反たばこマ
スメディア・キャンペーンは，たばこの危険性
を一般の人々に知らせる方法として効果が高い
が13），日本のMPOWER評価は 4段階評価で最
低ランクである1）。マスメディアによる強力な
キャンペーンとたばこ包装の健康警告ラベル表
示は，禁煙を促す効果があることも証明されて
いることから13），たばこ使用者を含め国民全体
に向けたアプローチの強化が必要である。

表 4　たばこの警告表示による健康の害への意識と禁煙の可能性
MPOWERスコア 警告表示に頻

繁もしくはと
ても頻繁に気
づいたと回答
した割合（%）

警告表示により
健康への害を考
えることが大い
にあると回答し
た割合（%）

警告表示により
禁煙の可能性が
高まることが大
いにあると回答
した割合（%）

Ｗ
（Warnings）

総合
評価

ウルグアイ Ex 26 70 40 28
オーストラリア Ex 26 49 13 5
ニュージーランド Ex 26 69 20 9
タイ Ex 25 77 45 37
モーリシャス Ex 25 82 40 29
カナダ Ex 23 36 10 4
ブラジル Ex 23 40 45 34
マレーシア Ex 22 66 12 19
メキシコ Ex 15 51 33 20

イギリス G 26 59 12 5
アイルランド G 22 51 20 11
フランス G 21 52 32 4
アメリカ合衆国 G 19 23 8 3

韓国 F 19 36 15 5
ドイツ F 19 32 15 8
バングラデシュ F 18 57 25 23
オランダ F 17 16 1 1
中国 F 16 48 8 5
日本 F 15 26 3 2

インド P 17 ‒ ‒ ‒
ザンビア P 12 ‒ ‒ ‒

スコットランド - ‒ 60 20 13

資料　ITC Cross-Country Comparison Report：Health Warnings on Tobacco Pack-
ges March 2012

注　1）　Ex：対策完全，Ｇ：対策中程度，Ｆ：対策わずか，Ｐ：対策なし
　　2）　総合評価はExを 4点，Ｇを 3点，Ｆを 2点，Ｐを 1点とした合計点
　　3）　タイ，モーリシャス，マレーシア，韓国，バングラデシュ，中国については

男女計の数値が報告されていなかったため男性のみの値を用いた。



―　 ―30

第63巻第 6号「厚生の指標」2016年 6 月

　受動喫煙防止に関する日本のMPOWER評価
は， 4段階評価で最低ランクである1）。日本で
は2003年に公的施設での受動喫煙防止の努力規
定を設けた健康増進法が施行されたが，強制力
や罰則はない14）。FCTC 8 条「たばこの煙にさ
らされることからの保護」15）およびガイドライ
ン16）では，官公庁や公共施設だけでなく，職場
やレストランやバー等のサービス産業を含めて
全面禁煙とする法規制が締約国に求められてい
る。公共の場所や職場での受動喫煙防止の法規
制は，喫煙者の禁煙や家庭での禁煙化を促すこ
とが明らかになっている17）。その背景として，
法規制による建物内禁煙を支持する社会規範の
醸成と喫煙に対する社会的容認の低下が関係し
ていると報告されている18）。しかし，日本では
屋内施設を全面禁煙とする立法措置は成されて
おらず，このことが屋内全面禁煙を支持する割
合が諸外国に比べて低い結果に現れており，意
識の高まりがみられない要因の一つとして考え
られる。
　たばこ価格政策に関して，日本はMPOWER
評価で 4段階評価の上から 2番目のGoodと評
価されている1）。たばこ価格政策の評価尺度は，
たばこの小売価格のうち税の占める割合で評価
され，Excellent＞75％，Good51～75％，Fair 
26～50％，Poor≦25％であり1），日本の主な紙
巻たばこの税負担割合は64.4％である19）。しか
し，MPOWER評価で最高ランクのイギリスの
たばこ価格（購買力平価換算ドル）は 1箱約10
ドルであり，日本（ 1箱約 4ドル）の 2倍以上
も高額である20）。購買力平価とは，各国間の物
価水準の差異を補正する，一国の通貨と他国の
通貨との換算比率の一種で，それぞれの通貨の
購買力が等しくなるように計算が行われ，最も
一般的には米ドルが基準通貨または標準通貨と
して用いられるものである21）。たばこ税・価格
の引き上げは，たばこ消費量の減少と禁煙の促
進につながることが明らかになっている22）。日
本は先進国と比べてたばこ価格が非常に安い国
であり19）20），そのためたばこに費やすお金が原
因で生活費が圧迫された者は少なく，たばこ価
格を理由に禁煙を考える割合も諸外国と比べて

少ない結果をもたらした背景といえる。
　たばこの警告表示に関しては，MPOWER評
価で最高ランクと評価された国々では，ITC 
Projectによる調査が実施された当時，すでに
すべての国々で紙巻きたばこの包装パッケージ
に画像入りの健康被害警告を実施していた23）。
たばこ製品の包装やラベルは，FCTC 11条に
おいて「たばこの使用による健康に関する警告
を付けるものとし，主たる表示面の50％以上を
占めるべきであり，30％を下回るものであって
はいけない」等が規定されている1）。日本の
パッケージは，たばこ事業法施行規則36条24）に
より 8種類の警告文の中から 2種類を主要な 2
面へ30％の面積に表示しているが，表示面積は
最低基準であり，画像を用いた警告メッセージ
にはなっていない。警告表示については，喫煙
の健康影響についての教育や青少年の喫煙防止
のほか，喫煙者の禁煙の動機を高めることが明
らかになっている13）25）。警告表示に関して日本
はMPOWER評価で 4段階評価の上から 3番目
のFairと評価されており1），日本と同じレベル
の評価を受けている国と比較しても，健康情報
の記載を今よりも多くすべきという意見は少な
い。今後，諸外国の状況を踏まえた警告表示が
必要である。
　本研究の限界として，諸外国の調査対象は，
初回調査ではたばこ使用者を対象として調査が
実施されたが，その後の追跡調査では禁煙者が
含まれるため，たばこ使用者と禁煙者が混在し
ている。本研究ではたばこ使用者のみが対象で
ある。また，諸外国との比較において，調査年
が諸外国では2004～2013年であるのに対し，日
本は2014年であることから，調査結果の比較性
が担保されているとはいえない。しかし，たば
こ対策は時代とともに進展しており，日本の調
査年がより最近であることを考えると，日本の
たばこ規制が遅れていることは明らかといえる。
なお，禁煙者が調査対象に含まれることの影響
については，たばこ使用状況別の回答結果デー
タが公表されていないため，今のところ評価が
できない。次に，調査方法について，諸外国で
は調査年によってインターネット調査，電話調
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査，面接調査のいずれかの方法で実施されてい
る国や，オーストラリア，イギリス，アメリカ，
カナダ，オランダではインターネット調査と電
話調査が併用された年があった8）-12）。本研究で
はインターネット調査の方法でのみ実施した。
オランダでのITC Project調査においてイン
ターネット調査と電話調査を行った研究による
と，調査方法によって結果に差はなかったこと
が報告されている26）。したがって，本研究の調
査方法が結果に重大な影響をもたらしたとは考
えにくい。最後に，各調査項目の「わからな
い」「該当しない」を選択した者の取り扱いで
ある。諸外国の調査方法および結果には，これ
らの不明者等の取り扱いに関する詳細な記述が
なかった8）-12）。本研究の分析結果は不明者等を
含めた値であるが，除外した結果と比べて最大
5％の乖離であり，結果への大きな影響はない
と考える。従って，これまでに把握されていな
かったわが国のたばこ使用者がたばこ規制から
受けているインパクトを明らかにしようとした
本研究は，たばこ規制の促進に向けた具体的な
政策提言につながると考える。

Ⅴ　結　　　語

　わが国のたばこ使用者を対象とした調査結果
の国際比較および諸外国とのたばこ規制の違い
についての考察により，たばこ規制の進展度を
評価したWHOのMPOWER報告において，た
ばこ規制が進んでいる国だけでなく，わが国と
同程度の規制とされた国と比べてもたばこ規制
の政策から受けるインパクトは小さく，それが
日本のたばこ使用者の健康影響の認識やたばこ
規制に対する意識の低さに現れていることが明
らかになった。
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